
 

 1

衆議院予算委員会ニュース 

平成 28.5.16 第 190 回国会第 20号 

 

5 月 16 日（月）、第 20回の委員会が開かれました。 

 

１ 平成 28年度一般会計補正予算（第１号） 

  平成 28年度特別会計補正予算（特第１号） 

・安倍内閣総理大臣、麻生財務大臣、高市総務大臣、馳文部科学大臣、塩崎厚生労働大臣、林経済産業大臣、石井国

土交通大臣、菅国務大臣（内閣官房長官）、河野国務大臣（防災担当）、横畠内閣法制局長官及び政府参考人並びに

参考人に質疑を行いました。 

（参考人）公益財団法人日本オリンピック委員会会長   竹 田 恆 和君 

     独立行政法人都市再生機構理事長       上 西 郁 夫君 

・安倍内閣総理大臣、麻生財務大臣、森山農林水産大臣、林経済産業大臣、石井国土交通大臣、菅国務大臣（内閣官

房長官）、河野国務大臣（防災担当）、石原国務大臣（経済再生担当）及び松本内閣府副大臣に質疑を行い、質疑を

終局しました。 

・平成 28 年度補正予算２案に対し、野田毅君（自民）、石関貴史君（民進）、吉田宣弘君（公明）、高橋千鶴子君

（共産）及び丸山穂高君（おおさか）が討論を行いました。 

・平成28年度補正予算２案について採決を行った結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しまし

た。 

（賛成－自民、民進、公明、共産、おおさか） 

 

（質疑者及び主な質疑内容）  

（基本的質疑） 

坂 本 哲 志君（自民） 

・熊本地震で被災した地方自治体の共通課題である復旧

復興に向けた財政負担について、負担軽減するための

財政特別法を法制化する必要があると考えるが、安倍

内閣総理大臣の見解を伺いたい。 

・十分な罹災証明の発行が進んでいない状況において、

被災者の立場に応じた判断が可能となる体制整備等が

必要であると考えるが、河野防災担当大臣の見解を伺

いたい。 

・防災拠点に指定されている学校の更なる耐震化や備蓄

倉庫機能の改良が必要であると考えるが、馳文部科学

大臣の見解を伺いたい。 

 

江 田 康 幸君（公明） 

・熊本地震を受け、地割れや地盤沈下など、住宅の地盤

に被害を受けた世帯も被災者生活再建支援金の支給対

象に含めるべきと考えるが、安倍内閣総理大臣の見解

を伺いたい。 

・被災地の観光振興策として、政府主導の観光応援キャ

ンペーンや正確な情報発信による風評被害払拭に努め

るべきと考えるが、石井国土交通大臣の見解を伺いた

い。 

 

・被災した中小企業に対し、低利融資だけでなく、グル

ープ補助金のような企業を直接支援する制度が必要で

あると考えるが、林経済産業大臣の見解を伺いたい。 

 

岡 田 克 也君（民進） 

・熊本地震の反省として、大規模地震発生・避難開始直

後に滞りなく食料・水・毛布等の物資を避難場所に配

送する仕組みを検討する必要があると考えるが、安倍

内閣総理大臣の見解を伺いたい。 

・アベノミクス開始から３年半が経過した今も景気回復

を実感する国民が少ないという報道に対して、安倍内

閣総理大臣の見解を伺いたい。 

・集団的自衛権についての政府見解（平成 26 年７月１

日閣議決定）に関し、内閣法制局における検討状況を

示す議事録の有無について内閣法制局長官に伺いたい。 

 

松 野 頼 久君（民進） 

・熊本地震の風評被害対策として、熊本の名称を使用し

ない震災名を閣議決定すべきと考えるが、菅官房長官

の見解を伺いたい。 

・熊本地震で被災した地方自治体に対して、激甚災害指

定以上の財政支援が必要であると考えるが、安倍内閣
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総理大臣の見解を伺いたい。 

・震災被害を受けた個人が所有する歴史的建造物に対す

る財政支援が必要であると考えるが、馳文部科学大臣

の見解を伺いたい。 

 

山 尾 志桜里君（民進） 

・被災者生活再建支援制度の対象や支援金の上限の拡大

に向け、民進党等が提出した被災者生活再建支援法改

正案の審議を行うべきではないか。 

・保育士の処遇改善に向け、民進党等が提出した保育士

等処遇改善法案の審議を行うべきではないか。審議開

始に向けた安倍内閣総理大臣の決意を伺いたい。 

・全産業の女性労働者の平均賃金を基準として、保育士

の処遇改善を目指すとする安倍内閣総理大臣及び塩崎

厚生労働大臣の答弁は、男女平等の観点から不適切で

あり撤回すべきではないか。 

 

玉 木 雄一郎君（民進） 

・2020 年東京オリンピック招致活動に関する買収疑惑

について、政府における現在の調査状況を安倍内閣総

理大臣に伺いたい。 

・招致委員会が契約したコンサルティング会社の具体的

な活動や成果についてどのような報告を受けたのか、

竹田日本オリンピック委員会会長に伺いたい。 

・本疑惑に関して、伊勢志摩サミットまでに第三者委員

会を設置して事態の究明を図る必要があると考えるが、

安倍内閣総理大臣の見解を伺いたい。 

 

後 藤 祐 一君（民進） 

・タックスヘイブンや租税特別措置を活用して、大きな

利益を上げている企業が納税額を非常に少なくしてい

るのは不公平ではないか、安倍内閣総理大臣の見解を

伺いたい。 

・安倍内閣総理大臣は、政治団体を経由して非課税で安

倍晋太郎氏の政治資金の大半を引き継いだのではない

か。また、相続税の納税額を伺いたい。 

・政治団体を経由して政治資金を親から引き継げば相続

税がかからないのは、政治家だけに認められた租税回

避であり、制度を改正すべきと考えるが、安倍内閣総

理大臣の見解を伺いたい。 

 

大 西 健 介君（民進） 

・甘利前経済再生担当大臣が国会に出席できない理由に

ついて、安倍内閣総理大臣の認識を伺いたい。 

・都市再生機構（ＵＲ）と甘利議員事務所に資金を提供

していた建設会社との補償交渉に関し、ＵＲの職員が

収賄罪容疑で逮捕された場合の上西ＵＲ理事長の責任

の取り方について、伺いたい。 

・年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）の業務

概況書を参議院選挙前に公表すべきと考えるが、塩崎

厚生労働大臣の所見を伺いたい。 

 

藤 野 保 史君（共産） 

・テントや自家用車など避難所以外に避難している熊本

地震の被災者のニーズを把握する方策について、河野

防災担当大臣の見解を伺いたい。 

・被災者生活再建支援法に基づく住宅再建に係る支援金

を 300 万円から 500 万円に増額する必要性について、

安倍内閣総理大臣の見解を伺いたい。 

・熊本地震の復旧・復興費用の全額国庫補助をメッセー

ジとして打ち出す必要性について、安倍内閣総理大臣

の見解を伺いたい。 

 

馬 場 伸 幸君（おおさか） 

・政党支部から選挙区内にある者に対する寄付の禁止を

明文で定めるべきと考えるが、安倍内閣総理大臣の見

解を伺いたい。 

・平成 28 年熊本地震の復興財源を確保するために、再

度、国会議員の歳費削減や国家公務員の給与削減を行

うべきと考えるが、安倍内閣総理大臣の見解を伺いた

い。 

・現在の経済状況では消費税率の引き上げを延期すべき

と考えるが、安倍内閣総理大臣の見解を伺いたい。 

 

（締めくくり質疑） 

岩 屋   毅君（自民） 

・熊本県及び大分県における地震被害からの復旧対策に

向けた安倍内閣総理大臣の決意を伺いたい。 

・観光産業に対する風評被害を払拭するための事業者へ

の支援策について、林経済産業大臣に伺いたい。 

・九州地方へ観光客を呼び戻すための取組について、石

井国土交通大臣の見解を伺いたい。 

 

赤 羽 一 嘉君（公明） 

・熊本地震で被災した住宅の再建を公費補助する必要が

あると考えるが、石井国土交通大臣の見解を伺いたい。 

・被災した市町村を支援するため、災害対応の専門グル

ープを国が設置すべきと考えるが、安倍内閣総理大臣

の見解を伺いたい。 

 



 

本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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大 島   敦君（民進） 

・今般の熊本地震について、風評被害を防ぐ観点から、

呼称を変更すべきと考えるが、菅内閣官房長官の所見

を伺いたい。 

・地震予知の研究については、米国のＤＡＲＰＡ（国防

高等研究計画局）のような民間の研究を競わせる手法

によって進めていくべきと考えるが、安倍内閣総理大

臣の所見を伺いたい。 

・同一労働同一賃金の導入は中小企業にとっては容易で

ないため、実施に際しては経済界を十分に説得する必

要があると考えるが、安倍内閣総理大臣の所見を伺い

たい。 

 

田 村 貴 昭君（共産） 

・安倍内閣総理大臣が、避難所で生活する熊本地震の被

災者の食生活の改善に向けた指示を出す必要があるの

ではないか。 

・内閣府による「避難所における良好な生活環境の確保

に向けた取組指針」に基づく改善の取組を、期限を決

めて早急に行うべきと考えるが、安倍内閣総理大臣の

見解を伺いたい。 

・地震の影響を受けた河川調査の徹底、堤防の維持管理

等、２次被害防止の取組に向けた安倍内閣総理大臣の

決意を伺いたい。 

 

松 浪 健 太君（おおさか） 

・消費税率引上げの延期が報じられているが、税と社会

保障の一体改革に関する三党合意との関係について、

安倍内閣総理大臣の見解を伺いたい。 

・消費税率引上げの検討においては緻密な中長期試算が

必要であるが、政府は新たに試算を行うのか、石原経

済財政政策担当大臣の見解を伺いたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


